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序章 問題意識と調査の概要 

 

第１節 問題意識 

 本資料シリーズの目的は、ベトナムにおける大学と労働市場との関係性を検討し、日本の

大学生の大学から職業への移行のありようを相対化する視点を得ることである。 

 これまで当機構では、日本労働研究機構（2001）を嚆矢に、日本の大卒就職の特徴を国際

比較から明らかにしてきた。日本労働研究機構（2001）の知見を本資料シリーズに関わる範

囲で要約するなら、ヨーロッパと比較した場合に日本の大卒就職の特徴は 2 点ある。第一に、

大学生は卒業前に就職先を探し始め、多くの者は卒業後にすみやかに最初の仕事に就いてい

く。第二に、学生が仕事探しにあたって大学を活用する割合が高い。大学の関与については

90 年代後半より現在までにインターネットの登場により大きく変化したものの、卒業後に仕

事を探し始める大陸ヨーロッパの国に比べれば日本の大学の相対的な重要性は高い。 

 これらの研究は先進的な取り組みから学ぶという研究姿勢から、対象国は先進諸国に集中

している。先進諸国は日本に先行している部分があるというキャッチアップ的な認識がむろ

んそこにはあった。 

 だが学歴主義に関するドーアの優れた研究を参照するならば（ドーア 1978）、「後発国」と

して出発した日本においてより学歴主義が浸透したように、日本よりも遅く発展がはじまっ

た国々においてより先進的ないしは凝縮された問題性を見出すこともできるのではないだろ

うか。そして個々の事例を検討することにより、新規学卒一括採用を通じた日本の人材養成

のありようをあらためて俯瞰し、日本の大卒者の移行のありようを豊かにするヒントを得ら

れないだろうか。 

 こうした問題意識から、アジア諸国を対象とする情報収集を行うこととしたが、今回の研

究ではベトナムを選定することとした。 

ベトナムは社会主義国であり日本とは体制が大きく異なる国であるが、近年急激に経済発

展しているにもかかわらず、大卒者の就職難に苦しんでいる。この背景には詳しく後述する

が、ドイモイ政策により自由な職業選択が可能になったことにより、潜在化していた教育ア

スピレーションが過剰に顕在化しやすくなったという状況に、高等教育の拡大および職業分

配制度という大卒者のマッチング機能が放棄されるという条件が重なったことがある。すな

わちベトナム社会での制度的変化が、大卒者の供給過剰を生み出すとともに、学生と仕事を

結びつけるためのマッチングの主体が不在となるという事態を引き起こしたものと整理され

る。こうした大卒労働市場の混迷状況は、歴史的・文化的・制度的な背景が大きく異なると

はいえ、90 年代後半以降の日本の状況と部分的に共通するものがある。 

また日本のように 3 月に卒業し 4 月に就業するほど厳密ではないものの、就職時期の点で

はベトナムを日本と類似していると捉える研究も存在している。インターネットモニター調

査というバイアスのある対象ではあるものの、リクルートワークスのアジア（中国、韓国、
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インド、タイ、マレーシア、インドネシア、ベトナム）および、アメリカ、日本を対象とし

た調査によれば、ベトナムは在学中に就職先を決定するのは 38.5%であるが、卒業後 3 ヶ月

未満で就業する割合は 63.6%である。卒業後 3 ヶ月未満で就職する割合の高さは、日本の

84.3%、中国 74.4%に次ぐ数値となっており、ベトナムは「在学中に進路を決め、卒後三ヶ月

未満で就業しはじめる」タイプの国に位置づけられる（豊田 2013）。つまりベトナムは、ヨ

ーロッパ諸国などに比べると、大学と労働市場との間断が小さい国だという特徴を持つ。こ

うした日本と類似する点からも、先行研究では対象とされてこなかったベトナムの大卒就職

を、日本の大卒就職との比較対象とすることには意義があると考えられる。なおベトナムに

とって日本はもっとも ODA の規模が大きい国であり、日本も積極的な投資を進めている国

となっている。 

 

第２節 調査設計 

 第 1 節の問題意識に基づき、ハノイにて調査を実施した。本来であれば、南部のホーチミ

ン等でも実施することがのぞましいが、日程の制約のため、ハノイに絞った調査を実施した。 

 

 海外調査実施日 2012 年 12 月 11 日（火）～12 月 14 日（金） 

調査対象機関 

 ハノイ工業大学・ハノイ工科大学（HEDSPI） 

 日系企業 3 社 ベトナム系企業 2 社 

 ハノイ工業大学の学生 9 名 

 Institute of Labour Science and Social Affaires 

 日本での補完調査 2013 年 5 月 

 調査対象者：HEDSPI 関係者 2 名、日本に留学中の学生 5 名 

 

第３節 本資料シリーズにおける要点整理 

 本資料シリーズは、6 章から成る。 

 第１章は、ベトナムにおける高等教育の発展プロセスと労働市場の変容について、歴史的

な経緯を包括的に紹介している。 

ドイモイ政策以前のベトナムの大学は国家のエリート養成が主眼であり、学生の就職は職

業分配制度というきわめて組織化の度合いが高いマッチングが行われてきた。しかしドイモ

イ政策導入後は職業選択が自由化され、もともと科挙の伝統があり教育熱心な土壌があった

ベトナムでは過剰とも言える教育熱が高まった。他方で大学教育の性格がエリート養成から

個人のキャリア形成や自己実現の場に変更されたことに伴い、大学の数は鋭いヒエラルキー

化を伴って増加し、大学進学率は急激に上昇した。同時期に経済的な発展もはじまったが、

大卒者の就職難は解消されず、むしろ悪化している。 
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また就職プロセスにおいても、大学や労働行政などの公的な組織化の主体がないため、大

学生のマッチングにおいて縁故やパーソナル・ネットワークという属性主義的な要素の影響

が色濃く出るようになっており、大きな課題となっている。 

 

第 2 章は、ベトナムの産学連携を東南アジア先進国との比較検討から位置づけると共に、

ベトナムの産学連携の現状と課題が探られている。 

一般に産学連携が進むには、産業界側が①工業化が進み、産業集積がそれなりに進んでい

る、②人材不足が深刻になり、賃金が上昇し、企業間での人材の奪い合いすら始まっている、

といった状況にあり、教育訓練機関側は、①学校間の競争が激しくなり、②優秀な生徒を確

保するために就職率の改善や研究の強化が必要な状況になったときに、その必要性が強く感

じられるようになる。しかし、ベトナムではこうした状況はごく最近のことであり、まだ産

業界側にも教育訓練機関側にもその必要性はまだあまり感じられていない。そのため、まだ

ベトナムの産学連携はごく初歩的な段階にとどまっている。 

だが、現在のベトナムではそれほど工業化は進んでいないにもかかわらず、高学歴化は進

み、他方でワーカーの不足や職業訓練プログラムの人気低下など、需要と供給のギャップが

急激に拡大している。この解決のために、高等教育機関における産学連携が強く求められる

段階に至っている。 

そこで JICA の技術協力事業として、ハノイ工業大学における産学連携が 2000 年代になっ

て開始された。ハノイ工業大学においては、学校側も産業界との連携を全く行わなかったわ

けではないが、単発的で持続性に欠けるものであったため、負のサイクルに陥っていた。そ

こで技術協力事業では組織的な取り組みを粘り強く行うことを通じて、正のサイクルにする

ことを試みた。企業によって産学連携の程度は異なるものの、一定の成功をみたが、今後ベ

トナムにおいて産学連携しての人材育成の取組みを拡大するためには、（1）双方向の交流を

拡大する仕組みづくり、（2）採用および就職支援活動の改善、（3）インターンシッププログ

ラムの改善、（4）企業向け短期訓練コースの質と量の改善、（5）共同研究促進のための基盤

整備、の 5 点が重要である。 

 

第 3 章以降は、事例調査である。 

第 3 章は、第 2 章でも一部扱われたハノイ工業大学の事例について詳しく述べられている。 

ハノイ工業大学はもともと技術専門学校として設立され、1999 年にハノイ工科短期大学に

昇格、2005 年に大学に昇格、2011 年 10 月に機械工学部に大学院修士課程が設置された。ハ

ノイ工業大学には大学だけではなく、多くの課程が併存している。ベトナムの大学拡大期に

多く誕生した中堅大学の一つである。 

2000 年より JICA が設置したプロジェクトが始動したが、第一期の 00～05 年（短大）の際

には、1970 年代の日本の公共職業訓練が技術移転され、その実践的な内容が高く評価されて
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卒業生はほぼ全員が就職するという実績をあげた。続く第二期（10～13 年）は、産業界のニ

ーズを教育内容に反映する PDCA サイクル、技能検定、就職支援システムの構築が目標とさ

れた。就職支援には、大学の組織として設置された人材派遣・就職斡旋会社があたり、大卒

者の約半数が卒業時点で就職が決定している。半数という数値は一般の大学に比べると高い

が、並存している中等職業訓練課程はほぼ全員が就職しており、大卒就職問題の根深さを感

じさせる。短大・中等職業訓練課程の卒業生は就職した後に、働きながら上位課程への進学

を希望しており、高学歴化志向をここでも垣間見ることが出来る。 

 

第 4 章は、ベトナムでもトップレベルの理工系大学であるハノイ工科大学に設置された

「Higher Education Development Support Project on ICT（以下、HEDSPI と呼ぶ）」について検

討を加える。HEDSPI とは端的に言えば、ベトナムの大学における日本のマーケットに対応

した IT 技術者の養成プロジェクトである。このプロジェクトは高い評価を受けているが、そ

の理由は 2 点ある。 

まず日本企業のニーズを教育内容・教育活動に反映するという、産学連携における好循環

が生まれており、日系企業では日本における社会人基礎力のような幅広い能力形成の基礎が

強く求められているという認識が、大学の教育活動にフィードバックされるというサイクル

が成立している。例えば、みんなで協力し合って物事を実施することを体験させるために運

動会を行ったり、チームで IT の仕事を請け負うという設定の模擬プロジェクトを実践したり

など、日系企業から見てベトナムの教育に足りないとされる面を補うなどをしている。 

ただし好循環が成立する条件として、教育内容と就職先との関連が強く、育成すべき人材

像が明確であることが必要であり、教育面での産学連携は小さな単位で行われることが望ま

しいことが示唆される。  

第二に、大学組織としての就職支援を導入したことが挙げられる。ただし、現在のところ

その重要性は大学に十分に認識されておらず、支援終了後にはなくなってしまうことが懸念

されている。ハノイ工科大学が社会的に高い評価を得ていることが、大学組織としての危機

感に結びつかないものと推測される。 

 

第 5 章は、日系企業の採用と大卒者への評価について、製造業 3 社の事例から、採用、人

材育成、大学と企業との連携についての示唆の 3 点から検討した論考である。 

まず採用段階においては、基礎レベルの専門性に加えて、人間性や性格といったメンバー

シップ的な要件が挙げられたところは共通する。いずれの企業にも、若い大卒者は一定の時

間をかけて育てる必要があるという認識があった。 

採用後の教育訓練段階では、日本の新人教育ではやっていない研修を実施したり、日本で

の育成と同じようには行かず試行錯誤している面もみられた。というのも日系企業では、社

会人としてのマナーや集団行動などについての不足感が日本の新人に比べて強い。これは共
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同で仕事をする、チームで相互の仕事の進み具合を確認したり、途中での摺合せを図ったり

という日本的な仕事の仕方が要求するものだと推測される。また日系企業には、より難しい

仕事、幅を広げる仕事を経験させることで、仕事のおもしろさややりがいを感じてもらうこ

とが定着につながるという考え方が共通している。日系企業はベトナムにおいても日本的な

人材養成を行っているのである。 

大学と企業との連携の在り方への示唆については、日系企業がベトナムの大学に期待して

いるものは即戦力育成ではなく、むしろ白地性であった。組織で仕事をしていくための基本

としての一定の対人能力や行動様式、また、ものづくりへの関心、仕事内容への興味、やり

がいを重視する姿勢が求められていた。 

 

第 6 章は、理工系学生の進路意識・大学生活・職業観を、ハノイ工業大学、ハノイ工科大

学の HEDSPI 学生の聞き取り調査をもとに、彼らの出身背景と進路選択、大学生活と職業観

について検討した。簡略化して要約する。 

出身家庭について大学間で比較した場合、親の職業には違いが見られ、理工系トップラン

クに位置するハノイ工科大学の学生の場合、親職が農林業等である者の割合は低くなってい

る。同様に、家族の学歴を見ても、進学課程別・大学別に差が見られた。出身高校について

は、進学先の大学・課程によって、出身高校のランクは異なり、大学進学者、特にハノイ工

科大学進学者ほど、地元のトップ校や専科高校出身者が多く含まれる。 

大学進学に関しては、本人の成績（大学入試の得点等）や大学の知名度等をもとに受験・

進学先の大学が選ばれている。ただし、全員が希望した進学先に入学した訳ではなく、ハノ

イ工業大学の場合、大学課程進学者の多くが大学受験に失敗したか受験校を下方修正してお

り、短大課程進学者の多くが大学受験に失敗していた。 

就職に向けた取組み・就職経路については、ハノイ工業大学の職業訓練課程では、大学（の

先生方）の就職支援や斡旋に対する信頼感が高く、就職先は先生が紹介してくれる、あるい

は大学の勉強をがんばり、用意された就職支援システムにのっていればよいという認識が持

たれている。しかし大学課程の者にとっては就職支援活動における大学（の先生）の位置づ

けは相対的に低く、先生は就職先を紹介してくれる存在とはみられていない。 

 ハノイ工科大学・HEDSPI 留学生は帰国後 4 年間ベトナム国営企業で働かなければならな

いが、ハノイ工業大学の大学課程の者たちと同様、独自に希望する企業の募集を見つけて応

募するようである。ハノイ工科大学の学生や卒業生からはハノイ工業大学では一切言及がみ

られなかった家族や親族ネットワークによる紹介の存在が語られ、（HEDSPI ではない）卒業

生によれば縁故関係による就職が多いという。 

  

 以上の検討より、日本の大学から職業への移行支援に対する示唆について考察する。 

 第一に、学校から職業への移行過程において組織の関与がなくなり、大卒労働市場が大規
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模化したベトナムにおいては、縁故などのパーソナル・ネットワークの関与が大きくなって

いる。その結果として、大卒の就職過程においては主に属性主義的なマッチングが行われて

いると把握される。マッチングにおける主体の不在は、ただでさえ供給過剰の感がある大卒

者の就職プロセスの混迷に拍車をかけているように見受けられるが、ベトナム社会が今後ど

のように対応するのか引き続き見守っていく必要があろう。 

また日本的な感覚からすれば、組織的な関与による属性主義の抑制が社会的公正の面から

重要であることは論を待たないが、同時に、日本社会において大学や労働行政の関与がなく

なった場合には同様の問題が浮上することが予想され、日本の公的支援が果たしている役割

が結果的に浮き彫りになったとも言えよう。 

 第二に、日本企業の人材養成のありよう（白地性の重視）は、ベトナムに海外進出しても

変わらない強固な存在として把握された。ベトナムはヨーロッパほどではないとしても、組

織のメンバーシップとしての採用を行う日本とは異なり、職務に基づき編成されるジョブ型

社会であるが、そうした中でも日本的な人材養成は堅持されていた。こうしたことから、今

後グローバル化が進んでも、新卒を採用し、企業内で訓練するという日本的な人材養成シス

テムはおおむね堅持され続けるであろうことが推察される。 

ただし日本的な人材養成のありようが当面の間はメインストリームであり続けることは

まちがいないとしても、こうした人材養成がすべての層の学生に対してなされ続けるかどう

かについては議論の余地がある。多様な人材養成のありようについて検討されることもまた

重要である。 
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第１章 ベトナムにおける高等教育の発展プロセスと労働市場の変容 

 

第１節 はじめに 

1986 年 12 月、ベトナム共産党第 6 回党大会において、ドイモイ政策の導入が決定された。

ドイモイ政策とは、社会主義に基づく政治体制を堅持しつつも、国家丸抱えの傾向を持つ国

家管理下の計画経済に依拠した経済運営から、国家の管理を伴う市場経済に依拠した経済運

営への転換であり、［寺本、2011：10］「貧しさを分かち合う社会主義」から「豊かになれる

ものから豊かになる」ことが許容されている社会へ［古田、1995: 29; 2011b: 280］、国家の運

営方針をドラスティックに変更するプロジェクトであった。このドイモイ政策の施行により

ベトナムの経済と社会は大きく変容したが、その一つに学歴に対する人びとの期待と進学熱

の高まりがあった。 

社会経済的な地位達成と学歴とを結び付けて捉える「学歴社会」の発想は、科挙試験の長

い伝統を持つベトナムに歴史的に存在してきた［Woodside, 2006］。にもかかわらず 1990 年代

以降、学歴に対する過度な期待が高まった背景には、大卒労働市場を取り巻く大きな政策転

換があった。ドイモイ政策導入以前、統制経済下で行われてきた国家による労働市場の一元

管理システムが取り払われ、人びとが自由に職業を選択し、自分たちの力で入職／転職経路

を開拓できる仕組みが構築されたからである。いまや都市部から遠く離れた山間部地域にお

いても、「よい学校を出ればよい就職先につける」という言説が流布し、貧しい農業を営む家

族であっても（貧しい家庭であればなおさら切実に）、現状を打開する「唯一」の手段として、

より上位の学歴を得ることを子供たちに期待する風潮が生み出されている。 

こうした学歴への過剰な期待は、相応する冷却装置の発達のスピードをはるかに超えて、

ベトナム社会全体に上昇アスピレーションを引き起こした。その結果、大卒者の労働市場は

飽和状態に陥り、大学を出てもすぐに就職先を見つけることができない大量の「大卒無業者」

を生み出している。なぜ今日のベトナムで、大卒者をめぐる就職難がこれほどまでに深刻化

したのであろうか。本章では、ドイモイ期ベトナムにおける①高等教育制度改革と、②大学

から職業への移行プロセスにおける変化という二つの側面に注目して、ベトナムの高等教育

を取り巻く現状を概括的に明らかにする。 

 

第２節 ベトナムにおける高等教育の発展プロセス 

１．国家エリート育成の時代 

ベトナムの近代的な高等教育機関が誕生したのは 1902 年、ハノイに設立された医薬学校

である。1887 年以降ベトナムをその支配下に置いたフランス植民地政権は、歴代ベトナム王

朝に仕える官吏を選抜するシステムとして実施されてきた科挙に代わり、植民地支配体制の

末端を担う現地人官僚を育成する教育制度を創る必要に迫られた。そこで、特定の職業訓練
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のための学校としていくつかの専門大学が建設されていった1。しかし、仏領期の教育体系は

きわめて閉鎖的で、人口 2215 万人（1943 年）に対し、高等教育を含む全就学者の割合はわ

ずか 2.6%に過ぎなかった［ファン 1998：63］。 

1945 年 9 月 2 日に独立を宣言したベトナム民主共和国は、仏領期に建設されたこれらの学

校を大学や短大に改組するとともに、社会主義国家建設を担う人材を養成するために高等教

育機関の拡充を進めた。教授言語のフランス語からベトナム語への変更や、本国に引き上げ

たフランス人教員に代わるベトナム人教員の圧倒的な不足などさまざまな問題に直面するも、

1950年代半ばには今日のベトナムの高等教育の原型として 5つの大学（総合大学、師範大学、

医薬科大学、農林大学、工科大学）が建設され、およそ 3500 人のベトナム人が就学した［近

田 2005: 154］。大学数はその後急速に増加した。とりわけ 1975 年に南北ベトナムが統一し、

新たに「ベトナム社会主義共和国」が成立すると、南部の大学を改組（一部解体）しつつ大

学機関が全国規模化したため、その量的水準はほぼ倍増した。1955 年度から 1986 年度まで

の大学・短大の数（分校含む）を示した図表１－１からは、1955 年度に 5 校であった大学・

短大数が 1975 年には 59 校（すべて大学）、1986 年には 96 校（うち大学 62 校、短大 36 校）

になり、1980 年代初頭に若干の減少は見られつつも、基本的にはほぼ毎年右肩あがりに増え

ていった様子が明らかになる。なお、短大については、任務および教育に対する質的要求は

大学と同等であるとし、大学と同じく高等教育システムのなかに置かれるとされた

［TT-20/TT-ĐT, 1964］2。 

 

                                                      
1 1900 年代から 1920 年代にかけてフランス植民地政権が設立した高等教育機関には、医薬学校のほか、法政学

校（1918 年設立）、師範学校（1917 年設立）、農林学校（1918 年設立）、土木学校（1913 年設立）、獣医学校（1917
年設立）、商業学校（1920 年設立）、美術学校（1924 年設立）が挙げられる。［近田 2005: 75-80］ 

2 設置当初の規程によれば、短大は、音楽短大、美術短大のように独自の特色を有する文化、芸術分野の学校に

つける名称であるとされていた［TT-20/TT-ĐT, 1964］。 
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図表１－１ ベトナムにおける大学・短大数の推移 

（1955 年度～1986 年度）（単位：校） 
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出典：[ Bộ Giáo dục và đào tạo, 1995]より、筆者作成。 
注：1955 年から 1974 年までは、ベトナム民主共和国の大学・短大数のみの数字（以下、図表１－２、１－３、

１－９も同様） 

 

同様に、学生の数も大きく変化した。図表１－２は、1955 年度から 1986 年度にかけての

大学・短大生の数の推移を表したものである。これを見ると、大学・短大生の数は 1960 年代

後半、および 1970 年代後半に二度のピークを迎えている。具体的な数字で確認しておくと、

大学・短大の学生数は 1955 年度にわずか 1,191 人であったのが、1969 年度に 75,670 人に達

し、その後いったん落ち込むものの 1979 年には 152,327 人になっており、この 10 年間で 2

倍に増えていることがわかる。 
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図表１－２ ベトナムにおける大学・短大生数の推移 

（1955 年度～1986 年度）（単位：人） 
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出典：[ Bộ Giáo dục và đào tạo, 1995]より、筆者作成。 

 

第一のピークを迎えた 1960 年代後半とは、ベトナム戦争がもっとも激化し国土が戦火に

見舞われていた時期である3。なぜそれほど深刻な国内情勢にもかかわらず、北部ベトナムで

は大学生数が増加していったのであろうか。それは、このような国内情勢であるが故の理由、

すなわち戦争という非常事態への対応策として、1965 年度から 1970 年度のあいだ大学統一

試験が休止された点が指摘されている［近田 1995: 163-164］。この間、大学統一試験に代わ

り、各地方行政が推薦入試という形で学生の選抜機能を果たした。各地方の人民委員会は、

「政治的道徳（党・国家への忠誠、勤勉性、政治的出自（本人および家族））」、「文化程度（高

校卒業していること）」、「健康」という 3 つの指標に基づいて志願者を選抜し、その結果を地

方行政からの「推薦者リスト」として大学側に送る。大学側ではこのリストに基づき入学者

を決定するという仕組みがとられていた［QĐ-221/QĐ, 1965］。これはベトナム戦争の激化に

伴う一時的な非常措置であったが、入試以外の方法で進学者の選抜が行われたことで、それ

まで能力主義に基づく厳しい選抜システムに阻まれてきた若者たちが一気に大学進学を目指

                                                      
3 1964 年にトンキン湾事件が勃発し、以後アメリカ軍による大規模な軍事介入が開始された。 
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したことが推測される4。 

その後、1970 年代後半にかけての第二のピークには、ベトナム戦争終結と 1976 年の南北

ベトナムの統一を経て、あらたに南部ベトナム地域の人口が増えたこと、およびこの時期か

ら短大課程が増設されていったことが最も大きく作用していたが、同時に正規課程以外の進

学者、すなわち在職課程の学生や聴講生が増加したこともまた、少なからず影響を及ぼして

いたと考えられる（図表１－３）。在職教育とは、国家機関や公的組織にすでに職を得ている

人が、夜間に大学に通って学位を取得する社会人のための教育制度である。この制度で大学

に進学した在職教育学生は正規課程と同じ教育内容を受けるが、卒業時には正規課程の学位

とは別の「在職課程学位」を取得する。彼らはすでになにがしかの国家機関、公的組織の職

員であり、所属組織から給料を得ていた人々であった。彼らのように、国家の教育予算負担

を増やすことなく大学進学者の数を増やそうとする試みは、旧ソ連でも見られた社会主義型

高等教育制度の一つの特徴であった。 

 

図表１－３ 大学・短大における正規／非正規課程の学生数の推移 

（1955 年度～1986 年度）（単位：人） 
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出典：[ Bộ Giáo dục và đào tạo, 1995]より、筆者作成。 

 

                                                      
4 加えて、この時期の大学進学者には、負傷して戦地から戻った兵士たちや公務員も多く含まれていたという［ハ

ノイ国家大学人文社会科学大学講師 V 氏の示唆による、2013 年 8 月 16 日付］。戦時下のベトナムで、誰が大

学進学という経路を選択したのかという点については、今後さらなる検証が必要である。 
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ところが、ドイモイ政策導入前夜の 1985 年にかけて、大学・短大生の数は第 2 ピーク時

から約 3 万人も減少した（121,195 人）。そもそもベトナムの人口 1 万人に占める高等教育機

関進学者の割合でみると、社会主義建設が始まった 1955 年度に 4 人（0.04%）であったのが、

南北ベトナムが統一した 1975 年度には 39 人（0.39%）、そしてドイモイ政策前夜の 1983 年

でもまだ 43 人（0.43%）にすぎず［Tổng cục thống kê, 1985: 171］、大学および短大とは、狭

き門と高い壁によって閉ざされた国家エリートたちの世界であった。高等教育機関への進学

者がこれほど限定されていた背景には、社会主義中央統制経済下における国家運営と大学・

短大との密接な結びつきがあった。詳しくは後述するが、国家管理委員会が大卒者を一元的

に管理し、国家行政機関、国営企業への人材配置を行う職業分配制度のもとでは、五ヵ年計

画に基づいて毎年の大学・短大生の量的規模を抑制しておく必要があったためである。 

また、統制経済下の大学・短大運営は、主として国庫支出金からの補助金によって賄われ、

すべての大学生たちには授業料が免除されていたほか、毎月の奨学金を受け取ることができ

た［QĐ 144/TTg, 1968］。ドイモイ政策導入以前のベトナムで、大学・短大進学という契機が

ほんの一握りの人々にしか開かれていなかった背景には、国家の根幹を担うエリート幹部人

材の育成を目的とした職業分配制度の円滑な運用基盤を確保するとともに、国家が大学・短

大の組織運営と学生の生活を賄っていくために、必然的に規模を限定して入学者を選抜せざ

るをえないという、教育予算上の制約が大きく作用していたことにも注意が必要である。 

このように、ドイモイ政策導入以前のベトナムの高等教育とは、国家の主導による計画経

済下で育成される国家エリートを育成する機関であると同時に、実のところ国家の経済情勢

の風向きにも左右されざるを得ない性質を持ったものであった。それまで一応は順調に伸び

てきた大学・短大生の数が、1970 年代末から 1985 年にかけて減少に転じた背景には、この

時期のベトナム経済の相当な悪化と、それに伴う人々の混乱があったことが読み取れる。こ

うしたなか、在職教育学生の数は安定的に増え続け、1986 年時点で非正規課程（在職教育＋

聴講生）は大学・短大生総数のうちほぼ 3 割（29.3%）にまで伸長した。 

第 2 次ピークをきっかけに伸長し始めた非正規課程進学者の割合は、ドイモイ政策が導入

された 1986 年以降もさらに増え続け、1994 年度の時点では大学・短大生総数の 47%（123,085

人）に達するまでになった。ただし、1989 年以降の非正規課程進学者の中には、在職教育学

生に加えて、授業料を自己負担する「自費進学者」という新たな要素が含まれていたことに

は注意が必要である。 

 

２．ドイモイ政策の導入と高等教育改革 

1986 年にドイモイ政策が導入されると、高等教育制度にも大幅な改革が実施された

［Harman et al., 2010, スローパー＆レ 1998］。それまでの国家丸抱え制度が廃止され、各大

学には、独立採算制に基づく自律的な経営が求められた。一例として、南部メコンデルタ地

域に所在するカントー大学のケースを見てみよう。1966 年に設立されたカントー大学は、教
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育訓練省が主管する地方の総合型大学である［カントー大学ウェブサイト］。予算改革が行わ

れた直後の 1990 年代初頭の時点で、政府からの大学運営予算は大学年間支出の 50%に過ぎ

なかった。そこでカントー大学では、学業成績に応じて学生の半数から授業料を徴収するこ

とにしたほか、地域社会に対する技術協力や、国際機関や NGO とも積極的に結びつき、共

同研究や国際協力ネットワークを形成することに努めた［チャン＆スローパー、1998：

221-227］。その結果、今日では全国的にももっとも入試倍率の高い人気学部を抱える地方大

学となり、多くの学生たちの関心を惹きつけるまでに成長した5。 

しかし、大学側の自助努力は、必ずしもこうした積極的な効果ばかりを発揮したわけでは

なかった。1987 年度に導入された完全自費制度は、受験者のうちわずかに合格ラインに到達

しなかった学生に対して授業料を有料にする代わりに入学を認めるという新しい試みであっ

た。同制度の導入から 3 年後の 1990 年には、大学入学者の 3 割を自費学生が占めるという状

況であったという［近田 2005：332-333］。しかし、それまでの定員を大きく超えて自費学生

の数が増加したことによって、必然的に教師の授業負担は増大し、週 40～50 時間も授業を担

当する教員が出るなど、学内で不満が募った。結果的にこの制度は公式には 3 年で廃止され

たが［近田 2005：333］、1992 年 5 月までに自費学生が正規課程の学生総数よりも多くなった

という推計もあり［ファン＆スローパー、1998：183］、この時期の大学運営が大きく混乱し

ていた様子がうかがえる。 

学生に対する学費徴収や大学側の自助努力によって運営資金を調達することに対する国

家の期待は、さらに新たな動きを生み出した。私立大学（ベトナム語では民立大学）の創設

である［Glewwe&Patrinos, 1999: 889-890］。1988 年、ハノイにタンロン民立大学センター（Trung 

tâm đại học dân lập Thăng Long）と名付けられた大学が開校した6。フランスのトゥールーズ第

1 大学（Université Toulouse 1）、ニース・ソフィア・アンティポリス大学（Université Nice Sophia 

Antipolis）をはじめとする国際社会からの協力と、学生に対する授業料の徴収の二本柱によ

って運営される、ベトナムで初めての私立大学モデルであった［タンロン大学ウェブサイト、

ホアン＆スローパー、1998：206-207］。 

こうした私立大学設立の動きは、1997 年に導入された「教育の社会化」政策によってさら

に加速した。「教育の社会化」政策とは、ベトナム政府が打ち出した国家プロジェクトで、幼

児教育から高等教育に至るまでのあらゆる教育課程において、それぞれの教育費用を受益者

にも負担させようとするものである。「社会的公平」は、（国からの）「享受」によるだけでは

なく、各地方、各個人が能力に応じて社会に還元、貢献することによって実現する、との考

え方のもと、教育市場への非公立セクターの参入が積極的に推進されることとなった。2005

年時点で国家が掲げた目標は、非公立セクターの割合を保育園 80%、幼稚園 70%、中等教育

                                                      
5 カントー大学の 2013 年度の入試倍率は、環境科学部で 47 倍、初等教育学部は 32 倍であったという。［Lao Động, 

2013/5/22 付］ 
6 1994 年に「タンロン民立大学」へと改称された。［タンロン大学ウェブサイト］ 
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課程 40%、中級専門学校 30%、職業訓練施設 60%、高等教育機関において 40%にすることで

あった［Diem、2010：36］。この目標を実現するべく私立大学の建設ラッシュが相次ぎ、2012

年時点で、ベトナム全国に 55 校の私立大学が設立されるまでになった。国公立大学と合わせ

れば、全体（204 校）の 26.9%を占め、高等教育市場における非公立セクターの参入は順調

な伸びを見せているように見える。とりわけ非公立大学が南部ベトナム地域に多く建設され

たている点は注目に値する。図表１－４は地域ごとに国公立大学と非公立大学の割合を示し

たものである。ハノイ市が所在する紅河デルタ地域では、私立大学が 23.6%（21 校）である

のに対し、南中部沿海部、東南部、西南部地域ではその割合は 4 割近くに達しており（それ

ぞれ、36.8%、36%、38.5%）、北部に比べ市場主義経済の発達度合いが高い南部地域ほど、私

立大学の建設が進んでいる状況を読み取ることができる。 

 

図表１－４ ベトナムの大学における公立、私立ごとの割合 

（2012 年度）（単位：校） 

公立 私立 合計
私立大学
の割合

北部山間部 12 1 13 7.7

紅河デルタ 68 21 89 23.6

北中部 15 2 17 11.8

南中部沿海 12 7 19 36.8

中部高原 2 1 3 33.3

東南部 32 18 50 36.0

西南部 8 5 13 38.5

合計 149 55 204 27.0
 

 出典：［Tuổi trẻ (online), 2012/7/9 付］より筆者作成。 

 

しかし、その実態については、完全独立採算型であるがゆえに生じた私立大学のさまざま

な弊害が指摘されている。とりわけ、学校の経営状況と密接に結びついたインフラや教員不

足の問題は深刻で、設立して 10 年たってもなお固定のキャンパスを持たず、あちこちの施設

に間借りして授業を行っている大学や、実際には 7 冊しか蔵書のない名ばかりの図書館を持

った大学、教員の数や学歴を大幅に水増ししていたり、理事会メンバーのポストを埋めるた

めに家族や親族の名前を入れて教育訓練省に報告したりしていた悪質なケースもあるという

［Diem、2010：36］。こうした状況は、大学運営費を受益者負担で賄うことを原則とする私

立大学の経営がいまなお苦しい状態に置かれていることを示すとともに、経営状況の悪化が

教育の質的低下を招き、その結果、優秀な学生をなかなか確保ができないという負のスパイ

資料シリーズNo.127

労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）



－15－ 

ラルに陥っていることを示している（私立大学の入試倍率については第 3 節の 4．で後述）。 

そこで、地方の高校生を対象に、大学統一試験が行われる前に「青田買い」を試みる私立

大学も出現した。ベトナム最大規模の民間通信企業 FPT 社が経営する FPT 大学では、高校三

年生の卒業直前にあたる 5 月に、各地方のエリート高校を訪問して説明会を行い、各校から

10 人程度を集めてハノイ、ダナン、ホーチミン市の 3 都市で入試を行うという独自の選抜の

仕組みを実施している。試験はペーパーテストと面接試験から成り、ペーパーテストの合格

者は、次の面接試験をパスすれば奨学金が支給される。FPT 大学の学費は 1 学期あたり 2300

万ドン（日本円で約 10 万 4 千円）で、大学在学中のトータルの学費は 2 億 700 万ドン（日本

円で約 94 万 4 千円））に達するこの大学は 9 学制。公立大学の学費と比べれば桁違いに高い

ため7、優秀だが貧しい家庭の子供たち、とりわけ学費以外にもハノイに住む下宿費用を負担

しなければならない地方の出身者たちが気軽に受験できる雰囲気ではない8。そこで大学側で

は、大学統一試験の行われる前に奨学金をつけて優秀な学生たちを確保しておこうという戦

略を実践しているのである9。各私立大学のこうした個々の努力のおかげで、近年では私立大

学への進学者も少しずつ増加し、2010 年には国公立大学の在籍者 87.7%に対し、私立大学在

籍者は 11.6%を占めるまでになった［VLSS 2010: 97］。 

1990 年代初頭に行われた高等教育改革は、私立大学に加え、地方行政府が主管する大学機

関の拡充ももたらした。図表１－５および図表１－６は 1995 年と 2012 年のベトナム全国の

大学を、設置主体ごとに分類したうえでそれぞれの割合を示したものである。この二つの比

較から明らかになるのは、1995 年時点では全体の 52%（24 校）を占めていた教育訓練省所

管の大学の割合が、2012 年には 28%（35 校）へと実質的に低下し、その代わりに各地方行

政府が所管する大学が 2%（1 校）から 18%（22 校）へと大幅に増加していることである。

1990 年代半ば以降推進されている地方分権化の促進に伴い、地方行政府が独自に大学を建設

し、地元の人材の育成に努めた結果であると考えられる。 

 

                                                      
7 公立大学の場合、人文社会科学系（社会科学、経済、法律、農林水産）では年間 485 万ドン（日本円換算で約

2 万 2 千円）、理系（自然科学、技術、工科、スポーツ、芸術、観光）だと 565 万ドン（日本円で 2 万 5 千円）、

医薬学計では 685 万ドン（3 万 1 千円）である［Tuổi trẻ, 2013/4/12 付］。 
8 2013 年 5 月 22 日に立命館大学びわこ・くさつキャンパスで行った、HEDSPI プログラムで同大学に留学中の

ベトナム人学生 D 氏(1991 年生まれ）に対する筆者のインタビューより。D 氏は北部タイビン省の専科高校の

出身で、この「青田買い」入試で FPT 大学に合格した。ただし、これは進学を確約するものではないため、7
月に行われる大学統一試験に合格すれば別の大学に進学することが可能であるという。D 氏自身も、その後の

大学統一試験でハノイ工科大学に合格し、結局は FPT 大学に進学することはなかった。 
9 なお、2013 年度の大学入試要項によれば、FPT 大学では 5 月と 8 月に「第一次試験」を実施するとされてい

る。第一次試験では、学力測定テスト（数学、論理的思考、IQ）および小論文が課される。この第一次試験に

合格し、さらに大学統一試験で「足切り点」以上の点数を取っていることを条件に、入試の合否が判定される

［Nguyễn&Nghiêm 2013: 120-121］。毎年 7 月の大学統一入試を挟んで 2 回の日程が設定されていることを見て

も、公立大学を第一志望とするも合格できなかった学生たちをなんとか取り込もうとする狙いがうかがえる。 
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図表１－５ 主管主体ごとに見た大学の割合（1995 年） 

24校(52%)21校(46%)

1校(2%)

教育訓練省

各省庁

地方行政府

 
 出典：［Bộ Giáo dục và đào tạo, 1995: 96-98］より筆者作成。 

 

図表１－６ 主管主体ごとに見た大学の割合（2012 年） 

35校(28%)

22校(18%)

59校(47%)

2校(2%)

3校(2%) 1校(1%) 1校(1%)
1校(1%)

教育訓練省

地方行政府

各省庁

大衆団体

国営企業

共産党機関

ハノイ国家大学

ホーチミン市国家大学
 

 出典：［Tuổi trẻ (online), 2012/7/9 付］より筆者作成。 

 

この間のもう一つの変化として、教育訓練省以外の各省庁が主管する大学の数が大幅に増

えたことが指摘できる。全体に占める割合はそれほど変わらないものの、その数で見ると、

21 校から 59 校へと、ほぼ 3 倍に増加している。省庁の内訳をみてみると、最も多くの大学

を所管するのは文化・スポーツ・観光省の 12 校であり、次いで保健省 10 校、商工省 8 校、
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建設省と運輸省の各 4 校が続く（図表１－７）。このうち、文化・スポーツ・観光省（前身は

文化・情報省とスポーツ省）は 1995 年時点で 8 校、保健省も 5 校を有していたことを考える

と、最も大きく変化したのは商工省傘下の各学校機関であった。商工省とは、1945 年に経済

省として設立されて以降、複数回の組織改革を経たのちに 2007 年に工業省と商業省が合併し

て成立した省庁である。本報告書第 3 章にハノイ工業大学の発展プロセスが詳述されている

が、ハノイ工業大学以外にも、商工省傘下の大学の多くは、当初は中級職業専門学校として

建設され、のちに短大課程が増設され、続けて大学課程の設立へと至るプロセスをたどった

ケースが多い（たとえば、ハノイ市に所在する工業技術経済大学、ハイズオン市に所在する

サオドー大学も同様）。なお、このように中級職業専門学校から大学へと上方に拡大していく

発展のあり方については、他省庁が所管する大学についても同様に観察される。たとえば労

働・傷病兵・社会省が主管する労働・社会大学も、当初は 1961 年に賃金労働中学校として設

立した学校を母体としたうえで、1997 年に労働社会短大に改組され、さらに 2001 年には大

学課程が増設されている。このことから、ドイモイ期における公立大学の量的発展の背景に

は、社会主義国家建設期に建設された専門中学校をベースに、短大課程、大学課程が相次い

で増設されていくという一つの定型的なモデルを読み取ることが可能である10。 

また、教育訓練省が主管する大学のうち、地方大学の一部については専門大学から総合大

学へと質的に変容しつつあることも、この間の特筆すべき変化である。たとえば中部ベトナ

ムの中核都市ゲアン省ヴィン市に所在するヴィン大学は、1962 年にヴィン師範大学として設

立され、教員養成に特化した単科大学として機能していたが、2001 年にヴィン大学に改称さ

れるとともに師範学部以外の学部の拡充が行われ、現在では理系、文型を合わせた 17 学部を

有する総合大学になっている［ヴィン大学ウェブサイト］。また、南中部ビンディン省の省都

クイニョン市に 1977 年に設立されたクイニョン師範大学も、2003 年に総合大学へと組織改

革が行われ、12 学部から成るクイニョン大学へと改組された［クイニョン大学ウェブサイト］。

とはいえ、このような専門大学から総合大学への改組は、あくまで教育訓練省主管下の大学

のケースであり、他方で各省庁や地方行政府が所管する大学については依然として専門大学

が大半を占めていることについては注意が必要である。この点については第 3 節の 2．で詳

しく述べる。 

                                                      
10 なお、そのほかの公立大学の発展モデルとしては、私立大学からの改組が挙げられる。たとえばトン・ドゥッ

ク・タン大学は、1997 年にホーチミン市労働総同盟が主管する「トン・ドゥック・タン民立工科大学」とし

て誕生した。その後 2003 年にはホーチミン市人民委員会に管轄機関が移り「トン・ドゥック・タン半公立大

学」に名称が変更されたしたのち、2007 年には「ドン・ドゥック・タン大学」と再び大学名が変更されると

ともに、ベトナム労働総同盟の直轄機関となった［トン・ドゥック・タン大学ウェブサイト］。このような私

立大学の「公立化」については、ドイモイ政策後に相次いで誕生した私立大学の大学経営母体の変遷と密接に

関わる興味深い事例であるが、本稿では紙幅の関係で扱わない。 
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 さて、こうした高等教育制度改革の結果、大学と短大の学校数と学生数は大幅に増加した。

図表１－８は 1995 年度から 2010 年度にかけての大学および短大の数の推移を示したもので

ある。1995 年度に 62 校だった大学の数は、2010 年度には 163 校へと、2.5 倍に増加した。

また、さらに顕著なのが、学生数の増加である。図表１－９は、ドイモイ政策導入以前から

導入以後まで、1955 年度から 2011 年度までの大学、短大に通う学生数の変化を表したグラ

フであるが、国家による一元的な管理下に置かれていた 1980 年代後半までとそれ以後では、

大学・短大生の量的水準が大幅に変化していることが示される。ドイモイ期の高等教育制度

改革によって、ベトナムの高等教育は、それまでの閉鎖的なエリートの世界から、少しずつ、

大衆にもアクセス可能な開かれた場へと様相を変えつつある。なお、2011 年度の大学生数は

約 150 万人（1,448,021 人）、短大生の数は約 7 万 5 千人（756,292 人）であった。  

 

図表１－８ ベトナムにおける大学・短大数の推移 

（1995 年度～2011 年度）（単位：校） 
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 出典：［Bộ Giáo dục và đào tạo, 1995、ベトナム統計局ウェブサイト］より、筆者作成。 
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図表１－９ ベトナムにおける大学・短大生数の推移 

（1955 年度～2011 年度）（単位：人） 
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出典：［Bộ Giáo dục và đào tạo, 1995、ベトナム統計局ウェブサイト］より筆者作成。 

 

加えて近年では、積極的に大学の国際化を推進する試みが実施されている。第 4 章で取り

上げるハノイ工科大学の HEDSPI プロジェクトをはじめ、交換留学やインターネットを利用

した共同授業、国外の大学の学位を取得するための教育プログラムなど、各大学の特色を生

かしつつ意欲的に取り組む学校が多い。2011 年度には、40 校の大学で合計 71 の国際教育プ

ロジェクトが実施されていた［Nguyễn et al., 2012: 67-70］。日本でも最近しばしば注目される

が［朝日新聞、2013/5/18 付］、ベトナムでも頭脳流出、すなわち優秀な学生たちが高校卒業

後に国外の大学へ留学してしまうという状況が生じている［Welch 2010］11。大学の国際化プ

ロジェクトの試みとは、若年知識層の国外流出という事態に対し、国内大学がその強みを活

かすことでなんとか競争力を維持するための試行錯誤のプロセスであるといえよう。 

 

第３節 学校教育制度 

１．ベトナムの学校制度 

ベトナムの学校制度は、フランス植民地期を経て南北ベトナム分断の時代、1975 年の南北

統一と社会主義化の時代に至る歴史的過程の中で、繰り返し変遷を遂げてきた。1981 年に行

                                                      
11 ハノイ随一のエリート進学校であるアムステルダム高校では、ハーバード大学やイギリス、フランスの大学に

進学する生徒が珍しくないという。（2013 年 5 月 22 日、立命館大学びわこ・くさつキャンパスで筆者が行っ

たベトナム人留学生 N 氏に対するインタビュー。） 
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われた第 3 次教育改革により、初等教育 5 年間、前期中等教育 4 年間、後期中等教育 3 年間

から成る学制の枠組みが決定されて以降は 5-4-3 の 12 年制が施行されている（図表１－１０）。 

 

図表１－１０ ベトナムの教育階梯図 
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注：専門中学校課程と職業学校、職業訓練校の課程は、中級専門学校、職業短大、職業中級学校、職業訓練セ

ンター、職業訓練教室で開講される（第 36 条）［Luật Giáo dục 2005（2009 年改定）］ 
出典：［Luật Giáo dục 2005（2009 年改定）、Vũ et al., (đông chủ biên), 2007: 259、Ministry of Education and training, 

2004: 15］をもとに筆者が加筆修正。 
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2009 年に改訂された教育法では、幼稚園から初等教育、前期中等教育までが「普及教育」、

すなわち義務教育課程であると定められた［Luật Giáo dục（2009 年改訂版），2010: 30-31］。近

年の就学率は、初等教育が 91.9%、前期中等教育が 81.3%、後期中等教育が 58.2%となってい

る［VLSS 2010: 90］12 

そもそもベトナムにおける教育意識は高く、1990 年の時点で正規就学年齢での初等教育就

学率は 86.0%であった。その後、ユネスコの主導で行われた「すべての人に教育を」プロジ

ェクトに参加したベトナムは、この割合を 100%に近づけるべく初等教育普及運動を実施し、

1999 年の運動終結時点では 94.8%を達成した［Pham 2000:178］。現在では前期中等教育普及

運動に取り組んでいる。しかし、初等教育と前期中等教育の比較的高い普及率に比べ、後期

中等教育以降、とりわけ高等教育への進学率には伸び悩む部分が多いのが現状である。UNDP

が算出した人間開発報告書のデータから、各教育段階の粗就学率をアセアン 10 カ国や中国

（＋日本）と比較してみると、一人あたりの国民総所得が比較的近いインドネシア、フィリ

ピン、ラオスと比べて、ベトナムの高等教育粗就学率がとりわけ低くなっていることがわか

る（図表１－１１）。統計手法の統一の問題はあるにせよ、これはミャンマーの 10.7%よりも

低い数字である。 

 

図表１－１１ 東南アジア、中国、日本における各教育段階の粗就学率（単位：％） 

成人識字率
（15歳以上）

初等教育
粗就学率

中等教育
粗就学率

高等教育
粗就学率

一人あたり国
民総所得
（GNI）*

シンガポール 94.7 n.a. n.a. n.a. 52,569

ブルネイ 95.3 106.5 98.2 17.1 45,753

マレーシア 92.5 94.6 68.7 36.5 13,685

タイ 93.5 91.1 77.0 45.0 7,694

インドネシア 92.2 120.8 79.5 23.5 3,716

フィリピン 95.4 110.1 82.5 28.7 3,478

ベトナム 92.8 104.1 66.9 9.7 2,805

ラオス 72.7 111.8 43.9 13.4 2,242

カンボジア 77.6 116.5 40.4 7.0 1,848

ミャンマー 92.0 115.8 53.1 10.7 1,535

中国 94.0 112.7 78.2 24.5 7,476

日本 n.a. 102.3 101.0 58.6 44,805

*単位はドル  

                                                      
12 正規就学年齢の場合の就学率。粗就学率は、初等教育 101.2%、前期中等教育 94.1%、後期中等教育 71.9%であ

る。［VLSS 2010:87］。粗就学卒（総就学卒）とは、（年齢に関わらず就学する子供の数）／（公式の就学年齢

に当たる子供の人口）で計算を行うため、100%を越すことがある。 

出典：［UNDP 2011、伊藤 2013: 79］
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２．中等教育、高等教育の入り組んだ構造 

 このように今日のベトナムにおいて、中等教育と高等教育のあいだに進学率の「断絶」が

見られる理由は、それまでのベトナム高等教育制度史における、専門教育と職業教育の分化

にあると考えられる。図表１－１０からもわかるとおり、ベトナムの中等教育以降の仕組み

は複雑である。小学校卒業資格があれば入学できる 1 年未満の職業訓練校（Đào tạo nghề）、

中学校の卒業資格で入学できる 1－3 年間の職業学校（Dạy nghề）、3－4 年間の課程を持つ専

門中学校（Trung học chuyên nghiệp）、同じく専門中学校だが高校卒業資格保持者が進学でき

る 1－2 年間の課程、さらに 2－3 年間の短大課程（Cao đẳng）、4－6 年間の大学課程（Đại học）

が存在する。このうち、職業訓練校、職業学校、専門中学校が「職業教育課程」、短大、大学

が「専門（ベトナム語では普通）課程」として分類されるが［Vũ et. al.(chủ biên), 2007: 259］、

第 3 章で取り上げるハノイ工業大学の仕組みが示すように、短大課程のなかにも「職業課程」

と「専門課程」が存在するなど、必ずしも教育機関の名称では区分することができないのが

現状である。 

この「専門課程」と「職業課程」の分化は、旧ソ連の人材育成モデルを手本として形成さ

れた、社会主義建設期における複雑な教育制度の遺制であった。かつて旧ソ連では、後期中

等教育の機関として、中級学校（第 9 学年、第 10 学年）、中級専門学校、職業技術学校の三

種類が設けられていた。このうち中級学校（第 9 学年、第 10 学年）が高等教育（専門課程）

に進学する一般教育の場であったのに対し、中級専門学校は日本の高等専門学校に近く、中

級技術者養成に重要な役割を果たすことが期待されていた［澤田 1981: 16、川野辺 1975: 55］。 

1963 年 11 月 20 日にベトナムで出された政府文書、「大学および専門中学校の学校・クラ

ス開講規程」によると、大学の受験対象者は「10 年生（引用者注：高校 3 年生（後期中等教

育最終学年））を卒業したか、同等レベルの学歴を持つ人」、専門中学校は「7 年生（引用者

注：中学校 3 年生（前期中等教育最終学年））を卒業したか、同等レベルの学歴を持つ人」と

されている［NĐ-171/CP, 1963］。また、大学と専門中学校がそれぞれ目指した人材像の相違

を見ても、前述した旧ソ連モデルの影響が色濃く示されていることがわかる。 

 

「大学を卒業した幹部は、複雑な仕事を担当し、複数の事業段階のあいだを

調整し、統合、分析、提案、および研究のために、科学的理論、技術と専門

業務を運用するとともに、実際の生産と工作の諸問題を解決する新たな方法

を見つけることを担当する。大学卒の幹部は、科学研究機関において、科学

理論、技術ないしは業務に関する研究を行うか、各生産拠点において生産の

指導的役割を担う。 

 

専門中学校を卒業した幹部は、一つの生産・事業段階の範囲内で、複雑でな

い仕事を担当するとともに、大卒幹部の指導のもとに、学校で習得した技術、
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専門業務を実際の生産と工作の現場に応用することを担当する。また、大卒

幹部と労働者、技術・専門職ワーカーとのあいだの中間的役割を担う。

［TT-20/TT/ĐH, 1964］」 

 

このように、ドイモイ政策導入以前のベトナムでは、旧ソ連における大学と中級専門学校

の関係を一定程度踏襲したうえで、専門教育課程と職業訓練課程を分ける仕組みが形成され

ていた。なお、1965 年には、教育省から分離独立するかたちで「大学・専門中学省」が新設

され、大学と専業中学校を担当する高等教育行政のトップとなったが、これもまた旧ソ連の

「高等・中等専門教育省」の形式を模したものであった13。 

また、専門教育課程と職業訓練課程のいずれについても、在職教育という制度が存在し、

それを利用して進学する人々の割合が決して少なくなかったことについても、旧ソ連モデル

との類似性として指摘できる。旧ソ連では、1960 年から 10 数年間、高等教育機関進学者の

うちほぼ半数が在職学生（勤労学生）であった［澤田 1981: 18］。旧ソ連の進学経路につい

て分析した松永によれば、職業訓練課程（中級専門学校、中級職業技術学校）から専門課程

（高等教育機関）への移行は学生全体の 10%前後に過ぎず、中学校三年（中等普通教育学校

第 8 学年）修了後に、高校から専門課程へと進む「直結ルート」に進めるか否かが、その後

の将来をかなり規定したという［松永 1982: 55］。社会主義建設期ベトナムにおける具体的

な進学経路についてはまだ十分な資料的根拠がないが、おそらくは旧ソ連と同様に、職業訓

練課程と専門課程のあいだは比較的はっきりと区切られており、相互に行き来することはた

やすくはなかったものと推測される。しかし、この「直結ルート」に乗れなかった場合であ

っても、在職教育という制度を利用して大学に進学することは可能であった。たとえば 2013

年 3 月に筆者がインタビューを行った女子大学生 H の父親（1964 年、ランソン省生まれ）は、

中国との国境地域であるランソン省の高校を卒業してからすぐ、地元のベトナム国営テレビ

局に就職したが、その後に（テレビ局職員という身分を維持したまま）ハノイ工科大学に進

学して卒業した14。こうした進学行動のあり方は、国営企業内部でのキャリアパスと学歴が

密接に結びついていたためであると考えられるが、同時に、在職教育という旧ソ連の制度が

ベトナムにも導入され、それを実際に利用する人の割合が少なくなかったことを示している。

今日のベトナムにおける「学歴崇拝主義」、すなわち中級専門学校や短大を卒業して就職した

あとでもなお、さらに上位の学校課程に進学して学位を取得しようとする若者たちの動機は、

このような歴史的経緯によっても強く規定されているものと思われる。 

もう一つ、旧ソ連の高等教育制度の影響を受けた社会主義建設期の遺制として指摘できる

のは、総合大学と専門大学の分化である。1988 年度に行われた調査によれば、大学と短大を

合わせた計 101 校のうち、文系・理系の学部を併せ持つ総合大学はわずか 7 校で、残りの 94

                                                      
13 大学・専門中学校省は、1990 年に教育訓練省に改組された。 
14 2013 年 3 月 11 日にハノイ市内の大学寄宿舎にて筆者が行ったインタビュー調査。 
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校は工科大学系、農林漁業系、経済・法律系、医療・スポーツ系、文化・芸術系、師範系の

いずれかに属する専門大学であった［Viện nghiên cứu đại học và giáo dục chuyên nghiệp 1990: 

25-26］。1993 年に行われた高等教育制度改革により、旧ソ連型の小規模な単科大学は「公式

には姿を消した」とされてきたが［Hayden & Lam, 2010: 16］、その一方で、図表１－５と図

表１－６に示したように 1995 年から 2012 年にかけて、各省庁と地方行政府が主管する大学

が急速に増加し、その多くが専門学部に経済学部を加えた 2 学部から構成されていることを

考慮すると、総合大学と専門大学の分化傾向は果たして姿を消したといってもよいかどうか

はやや疑問である。特に注目したいのが、もともと専門課程のための高等教育機関として発

展した短大が、近年ますますその数を増やしつつあることである。1995 年と 2013 年の短大

の主管機関を比較した図１－１２と図表１－１３からは、各省庁と地方行政府がその割合を

増しながら、量的拡大を遂げて今日に至っていることが読み取れる。したがって、ドイモイ

期の高等教育改革によって変容したとされてきた総合課程と専門課程の分化傾向は、実のと

ころ、主管組織の細分化と地方化へと形を変えながら維持され続けているのではないだろう

か15。 

 

図表１－１２ 主管主体ごとに見た短大の割合（1995 年） 

7校(17%)
4校(9%)

31校(74%) 教育訓練省

地方行政府

各省庁

 
 出典：［Bộ Giáo dục và đào tạo, 1995: 98-100)］より筆者作成。 

 

                                                      
15 短大は 1995 年の 42 校から 2013 年には 181 校に増えた。この間に新設された短大のほとんどが地方行政府と、

1995 年時点ではわずか 4 校に過ぎなかった各省庁が主管する学校である。 
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図表１－１３ 主管主体ごとに見た短大の割合（2013 年） 

3校(2%)

111校(61%)

56校(31%)

1校(1%)

10校(5%)

教育訓練省

地方行政府

各省庁

大衆団体

国営企業

 
 出典：［Giáo dục và thời đại (2013 年 5 月 5 日付)］より筆者作成。 

 

３．大学入試システム 

毎年 7 月、教育訓練省の監督のもと、全国統一入試が行われる。大学および短大へ進学を

希望する人々は、独自の入試制度を実施する一部の大学を除き、全員がこの入試を受験し、

その結果によって、第 1 希望、第 2 希望、あるいは短大への進学が決定される。入試関連の

スケジュールは図表１－１４の通りであり、3 月半ばごろから願書の提出が始まる。高校を

卒業したばかりの現役受験生にとっては、6 月の高校卒業試験の準備もあり、春から夏にか

けての時期はかなり慌ただしく過ごさなければならない。また、高校卒業試験を受けてから

大学受験までのほぼ 1 か月間は、願書を提出した大学の近辺で行われる復習クラスに参加し、

受験対策を行う学生が多い。浪人生も同様に、この時期に行われる復習クラスに参加する。

日本のような予備校システムがまだ発達していないベトナムでは、裕福な都市部に暮らす受

験生は家庭教師をつけるか、高校の先生が個人的に開く復習クラスに参加することになる。 
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図表１－１４ 大学・短大入試関連のスケジュール（2013 年） 

日程 事項

2013年3月初旬 受験願書の購入、受験する大学の検討

2013年3月11日～4月19日 受験願書の提出、および受験料の納付

2013年6月初旬 受験票の受け取り

2013年6月2日～4日 （高校卒業試験の受験日）

2013年6月半ば （高校卒業試験結果の発表）

2013年7月3日～5日 A, A1, V選択者の受験日

2013年7月8日～10日 B, C, D選択者の受験日

2013年7月14日～16日 短大受験日

～2013年8月20日 大学ごとに合格発表（受験生は各自で合格通知を受け取りに行く）

（合格発表から15日以内） 入学手続き

2013年9月初旬 大学の新学期開講
 

出典：［Nguyễn & Nghiêm, 2013: 4-6］に基づき筆者作成。 

 

受験生はまず、第 1 希望のみを願書に記載し受験当日に臨む16。受験は、希望する学部が

指定する選択ごとに 3 科目（それぞれ 10 点満点、計 30 点満点）で行われる（入試当日のス

ケジュールについては図表１－１５参照）。もし第 1 希望の大学に合格できなかった場合には、

第 2 希望の大学、あるいは短大の定員が残っていることを教育訓練省のウェブサイト確認し

たうえで、再び願書を提出する（したがって受験は 1 回のみ）。ただし、大学入試の最低点（足

切り点）が決まっており、それ以下である場合には第 2 希望、短大に願書を出すことはでき

ない。2013 年度の最低点は、A 選択（数学、物理、化学）13 点、B 選択（生物、数学、化学）、

C 選択（文学、歴史、地理）14 点、D 選択（文学、数学、外国語（英語、ロシア語、フラン

ス語、中国語、ドイツ語、日本語から一つ選択））13.5 点であった［Tuyển sinh 247 (2013/8/8

付)］17。 

 

                                                      
16 受験願書の提出時は、願書のほか、受験料として 10 万 5000 ドン（日本円で 525 円）を各地方省の教育訓練局

に提出する。 
17 短大入試の足切り点は、各選択とも大学の足切り点よりも 3 点低い。 
㊟ A1 選択は、数学、物理、英語。V 選択は建築学部の受験科目で、デッサンなどの実技試験を含む。 

㊟
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図表１－１５ 2013 年度ベトナムの大学、短大入試当日のスケジュール 

大学：第1日程

A, V選択 A1選択

2013/7/3 8:00～

7:15-10:15 数学 数学

14:15-17:15 物理 物理

7:15-10:15 化学 英語

14:15-17:15 （予備） （予備）

大学：第2日程

B選択 C選択 D選択

2013/7/8 8:00～

7:15-10:15 数学 地理 数学

14:15-17:15 生物 歴史 外国語

7:15-10:15 化学 ベトナム語 ベトナム語

14:15-17:15 （予備） （予備） （予備）

短大

A選択 A1選択 B選択 C選択 D選択

2013/7/14 8:00～

7:15-10:15 数学 数学 数学 地理 数学

14:15-17:15 化学 英語 生物 歴史 外国語

7:15-10:15 物理 物理 化学 ベトナム語 ベトナム語

14:15-17:15 （予備） （予備） （予備） （予備） （予備）

2013/7/15

2013/7/16

受験手続き、書類の不備チェック

受験手続き、書類の不備チェック

受験手続き、書類の不備チェック

2013/7/4

2013/7/5

2013/7/9

2013/7/10

 
出典：［Nguyễn & Nghiêm、2013］ 

 

４．大学間のヒエラルキー 

では、大学受験者たちはどのように学校や学部を選択しているのであろうか。毎年 3 月に

なると本屋に一斉に並ぶ受験ガイドが受験生たちの貴重な情報源である。ここには、大学や

学部の特色のほか、過去数年間の合格最低点や受験倍率が示されており、あたかも日本の受

験ガイドを彷彿とさせる。ただし日本の大学受験と異なり、偏差値による大学の難易度ラン

キングが公表されているわけではないので、あくまで毎年の合格最低点の推移を参考に、自
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分の能力に合った大学を選択しなければならない。ここ数年、ベトナム全国的な傾向として

経済学部や工学部の人気が高く、ほかの人文・社会科学系、自然科学系諸学部に比べて合格

点が高くなる傾向にあった［Hà Nội mới(online), (2013/5/14 付)］。図表１－１６は、2011 年の

ハノイ工業大学の学部ごとの合格点であるが、これを見ても、経理学部や財政・銀行学部が

トップの 17 点であり、続いて経営管理学部、機械技術工学部、電子機器工学部、遠隔操作・

自動化工学部の 15.5 点へと続いていくのが示される。ただし、2013 年度に関しては、ここ

数年のベトナム経済の不況が大学生の学部選択に影響を及ぼし、経済系学部の競争倍率が低

下する一方で、安定的に就職先を見つけることができる師範系学部の受験倍率が上昇した

［Tuyển sinh 365, (2013/4/23 付)］。受験生の学部選択行動が、ベトナム経済・社会的情勢の動

静とかなり密接な関係を持つことがうかがわれる。 

また、大学ごとの受験倍率を見てみると、必ずしも合格点が高い大学、すなわちエリート

大学ほど入試倍率が高いわけではないことも近年の傾向として興味深い。2013 年度はカント

ー大学の環境科学部の入試倍率が 47 倍であったことは先にも触れたが（注 3）、このほかに

もホーチミン市食物大学は、去年の 3，96 倍から 10 倍へと 2 倍以上の伸びを示した［Lao Động, 

2013/5/22］。図表１－１７は、情報工学部と電気・電子技術学部の両方、あるいはいずれか

を有する工学系大学をピックアップしたうえで、2011 年度の受験倍率と、2011 年度の学部ご

との合格点を示したものである。これを見ると、情報工学部、電気・電子技術学部のいずれ

についても、合格点が高いハノイ工科大学や郵政・遠距離通信工科学院よりも、むしろ合格

点が比較的低い大学、すなわちハノイ工業大学や電力大学のほうが過去数年間の合格倍率が

高い。また、ハイフォン大学やターイグエン工科大学など、地方大学の倍率も高く、2013 年

度のカントー大学と同様に、受験生がより積極的に地方大学に進学しようとしている傾向を

読み解くことができる。なお、私立大学（タンロン大学、ダイナム大学）の倍率はいずれも

1 倍前後であることから、一般的には人気の高い工学系とはいえ、依然として私立大学は大

学ランキングの下位に置かれ続けていることが示されよう18。 

 

                                                      
18 私立大学への入学希望者が増えない理由として、私立大学側からは公立大学の「私費コース」設立の問題を指

摘する声もある。公立大学の「私費コース」とは、教育訓練省が認可した正規課程の入学定員以外に、教育費

用を学生側が自己負担することで正規課程と同じ学位をとることができる課程である。学生の自己負担費用は、

正規課程の 3-5 倍になるという。主要大学では、貿易大学、国民経済大学、銀行学院、郵政遠隔通信工科学院

に設置されている。大学統一試験の二次募集として設けられていることが多く、正規課程の合格点よりもかな

り低くなっている場合もあり、それが私立大学の定員割れを引き起こしているとして、私立大学・短大会議は、

教育訓練大臣宛てに私費コースを廃止するよう嘆願書を提出した［Lao Đồng, 2010/9/14 付］。 
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図表１－１６ ハノイ工業大学における学部ごとの合格点 

（2011 年、A 選択）（単位：点） 

学部名 合格点

経理 17

財政・銀行 17

経営管理 15.5

機械技術工学 15.5

電子機器工学 15.5

遠隔操作・自動化工学 15.5

自動車技術工学 15

電気・電子技術工学 15

電子技術・放送工学 15

観光経営管理 14

コンピューターサイエンス 13.5

情報システム 13.5

ソフトウェア技術 13.5

機械工学 13

デザイン 13

化学技術工学 13

Heat & Refrigeration技術工学 13  
出典：［Nguyễn (chủ biên), 2012: 269-270］に基づき筆者作成。 

 

図表１－１７ 工学系大学の受験倍率と 

情報工学部、電気・電子技術学部の合格点（2011 年、A 選択） 

情報工学部
電気・電子技術

学部

ハノイ工業大学 9.6倍 該当学部なし 15.0
電力大学 6.0倍 15.5 15.5
ハイフォン大学 5.6倍 13.0 13.0
ハノイ公開大学 5.5倍 13.0 該当学部なし

ターイグエン大学工業技術大学 2.7倍 該当学部なし 13.0
ハノイ工科大学 2.3倍 21.5 19.0
郵政・遠距離通信工科学院 2.3倍 21.0 20.5
鉱山・地質大学 2.0倍 14.0 14.0
ハノイ国家大学工科大学 1.9倍 18.5 16.0
ターイグエン大学情報・放送工科大学 1.5倍 13.0 該当学部なし

タンロン大学（私立） 1.2倍 18.0 該当学部なし

ダイナム大学（私立） 0.9倍 13.0 該当学部なし

2011年度

2011年度の合格点

（A選択）（単位：点）

 
 出典：［Nguyễn (chủ biên), 2012］に基づき筆者作成。 
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第４節 労働市場をめぐる変化 

今日、ベトナムの受験生たちの学部選択行動に影響を及ぼしているもの、それはとりもな

おさず卒業後の就職のしやすさである。日本でもしばしば目にする光景だが、ベトナムの新

聞や雑誌にも、「就職しやすい大学、しにくい大学」、「「売れ残り」学部ほど就職しやすい」、

「入るのは簡単、でも就職は難しい学部」など、卒業後の進路を考えて大学や学部の選択を

するべきことを示唆するさまざまな記事があふれる。こうした記事の背景には、近年のベト

ナム大卒者労働市場の混乱、とりわけ新規大卒者の初職入職までの困難な道のりがある。教

育訓練省の報告によると、2011 年の新規大卒者のうち、卒業時に就職先を得ていない人の割

合は 63%に上った。これはエリート大学も同様で、ハノイにある人文社会科学系の国立 A 大

学で、2011 年 7 月に行われた卒業生に対する進路追跡調査でも、卒業時点では 56.5%が就職

先を得ていなかったと回答している19。そもそもベトナムにおける大学進学率は、最も若い

25-30 歳の世代でも 12.4%であり、トロウのいう高等教育のマス段階にようやく差し掛かる少

し手前である。また、ここ数年は不況が続いているとはいえ、経済成長率は年率 6%に近く、

アセアン諸国のなかでは「中進国」の立場を得つつある［古田 2011a］。なぜ、今日のベトナ

ムではこれほど新規大卒者の就職問題が深刻化しているのであろうか。その答えは、ドイモ

イ政策導入以前と以後の大卒者労働市場をめぐる大きな変容にあった。 

 

１．ドイモイ政策以前の大卒者労働市場の仕組み（職業分配制度） 

フランスからの植民地支配を脱却し、新生国民国家の建設に取り掛かったベトナム民主共

和国は、社会主義というイデオロギーのもとさまざまな経済・社会的変革プロジェクトを実

施した。中でも最も大きな、そして重要な課題となったのが、それまでの遅れた農業国から、

社会主義経済のメカニズムに基づいてきっちり計画化された中央統制経済体制を確立し、重

工業国へと転換することであった。そこで必要とされたのが国家機関の中枢で働く人材、と

りわけ科学的知識や理論を学んだ技術者や研究者などの専門家、および労働者と専門家の中

間的役割を果たす技術労働者であった。彼らを育成するための教育制度として、それぞれ大

学と専門中学校が位置づけられ、1960 年代以降、積極的に高等教育の専門化が推進されてい

ったことについては本章第 3 節の 2．で述べたとおりである。そして、これらの教育機関を

卒業した人々は、「職業分配制度」と呼ばれた国家的指令的配分により、毎年の計画に基づく

就職先へと自動的に送り込まれていた。 

職業分配制度とは、社会主義中央統制経済下において行われた、新規大卒者の定期採用制

度のことを指す。国家計画委員会による毎年の経済発展計画に基づき、すべての新規大卒者

を、指定した地域の指定した企業、職場に就職させることを目的とした、国家による一元的

                                                      
19 ただし、ベトナムの大卒者たちは大学卒業後に就職先を探すのが一般的であり、国立 A 大学の調査でも 1 年

以内に職を見つけた、と回答した人は 96.6%に上っている。この点については、新規大卒者の労働市場への参

入条件をめぐる国際比較の視点からも興味深い課題であるが、本稿では紙幅の関係で扱わない。 
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な新卒者労働市場の管理であった［cf. 大津 1988］。旧社会主義国について論じた先行研究

では、社会主義国家における狭い職業教育重視主義が、技術革新に対応可能な人材を生み出

しづらくしたり、国家計画委員会や監督官庁が各企業の労働需要を知ることには限界があっ

たという理由から、新規学卒者就職指定制（職業分配制度）が、計画経済体制下での本質的

限界を露呈していたことが指摘されている［堀江 2003、Johnson 1996、Mall 1986］。その一方

で、大学名や成績に基づくメリトクラティックな資源分配のあり方を目指していたという点

で見れば、それまでの固定化された社会階層構造を打開し、階層間を自力で移動することが

できるという意味で、社会の開放化、公平化を実現することが、少なくとも非現実的な夢で

はなくなったことを示す制度でもあった20。 

ところが、国家によるこの一元的な職業分配の仕組みは、ベトナムの経済状況が悪化する

につれ、1980 年代前半にはすでにそのひずみが露呈した。労働市場には新規大卒者があふれ、

1982 年 7 月時点の政府の報告書には、前年度の新卒者 3000 人、当年度の 4,950 人の新卒者

が、就職先を確保できていなかったことが明らかにされた［CT-121/HĐBT, 1982］。これは、1

学年あたりおよそ 2 割程度に相当する。すでに労働者が飽和した各国営企業、公的機関には、

経済の混乱に伴う業績不振により、新卒者を採用する余地がほとんど残されていなかったの

である。 

 

２．ドイモイ政策導入と労働市場のオープン化 

ドイモイ政策の導入は、国家に管理されてきた新規大卒者の労働市場の性質を大きく変え

た。1989 年度の新卒者を最後に、（師範科学生を除き）ほぼすべての大卒者に対する職業分

配制度は廃止された。このことは、それまで（混乱はあったにせよ、一応は）能力主義に基

づく一元的な制度によって公平に管理されていた労働市場から、それまでの「常識」が通用

しないまったく新しい仕組みへと変容したことを意味した。1995 年にハノイの 19 大学を対

象に行われた進路追跡調査では、1991 年の卒業生のうち 32%が失業状態にあるか、大学で学

んだ内容とは無関係の任期付きのポストについていることが明らかになった［Marr&Rosen, 

1998: 162］。さらに、1999 年にベトナム全国の 51 校の大学および短大卒業生を対象とした公

的調査でも、27.53%が職を得ていなかったという結果が得られている［Trần, 2002: 534］。繰

返しを恐れずに再び 2011 年の大卒者失業率 63%を考慮すると、市場経済化後の新規大卒者

労働市場の混乱は一時的なもので、将来的には経済発展が解決するだろうという当初の楽観

                                                      
20 国家が一元的に若年層労働市場を管理する職業分配制度は、計画経済下の中国でも、とりわけ 1949 年から 1977

年に積極的に実施されていた。新卒者に対して、本人同席のもと仕事場所や職務、賃金、住宅条件などが知ら

され、成績順に面談を行い配分承諾の意思を確認していた旧ソ連とは異なり［宮坂 1987］、中国では「本人の

意思を無視する強制結婚」と呼ばれ、新規大卒者と分配先の企業とのあいだで事前に意思疎通を行う余地が与

えられなかったという［李 2011: 92］。筆者自身の聞き取り調査によれば、特に南北統一後のベトナムでは新

たに国土に加わった南部地域や、少数民族が多く居住する山間部に強制的に派遣されしばらく泣き暮らしたと

いうケースが複数あり、どちらかといえば「強制結婚」に近い。しかし成績順で就職先を決めることができた

り、望まない赴任地であった場合は配置換えを申請することができるなど、労働者の側にも一定の職業選択の

余地が残されていた仕組みであった。 
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的予測とは反対のベクトル、つまりはベトナム経済が安定的に発展するにつれて、大卒者の

失業状況が深刻さの度合いを増す方向へと進んでいることを示唆している。 

さらに、労働市場の需要側である企業が多様化したことも、新規大卒者を取り巻く労働市

場の混乱を加速化させた。統制経済下では国庫補助金によりなんとか企業の赤字損失が補て

んされてきた「儲からない」国営企業が相次いで解体されるとともに、残った国営企業の多

くは国有化されたうえで大規模化した。また、多セクター経済の導入によって、新たに民間

企業がベトナム市場に参入した。また、日本や韓国、台湾企業など、外資系企業も次々に合

弁会社を立ち上げ、外国直接投資額は過去 25 年間に 1 万 4500 件、約 2110 億ドルに達するま

でに拡大するとともに、直接・間接雇用を合わせて 500 万～600 万人の雇用を創出した

［SankeiBiz, 2013/6/5 付］。2007 年に UNDP が発表したベトナムのトップ企業 200 社の内訳は、

国有企業が 122 社、外資企業 56 社、民間企業が 22 社であったという［Hotnam, 2007/10/8 付］。

こうした産業構造の変容に伴い、新規大卒者の求人活動の場も大きく様変わりした。いまや

卒業を控えた大学生や新規大卒者たちは、インターネットの就職求人サイトや就職紹介会社

を通じて、自分が希望する職種やポストを見つけたり、大学の OB、OG などのネットワーク、

友人関係のツテをたどって企業の採用情報を入手する。 

2012 年 9 月にリクルートワークス研究所が行った、ベトナムの大卒者を対象としたキャリ

ア調査でも、初職入職過程において利用されている今日の多様な経路のあり方が示されてい

る（図表１－１８）。とりわけ「家族の知人の紹介」の比重は最も大きく（36.2%）、本調査

の対象となった 13 か国のうちでもトップを占めた。今回本報告書で扱う 2012 年のベトナム

調査でも、家族の知人の紹介で就職先を見つけたケースや21、同級生ネットワークを使って

新規に人材を採用するとした企業側の対応が観察されており、ベトナムにおける新規大卒者

の労働市場においては社会ネットワークがことのほか重要な役割を果たしていることが示唆

されている。この点については今後、移行経済期における大卒者労働市場のメカニズムをふ

まえた上で、きちんと検証する必要があろう。 

なお、職業分配制度の廃止以降、ベトナムの大学は卒業後の学生の進路には関与しない姿

勢を貫き、学生の就職活動のサポートや、企業とのマッチング機能を担う就職部を持たない

のが一般的であった。しかし、大学の自主的な取り組みとして近年では就職部や就職支援セ

ンターを整備する大学も少しずつ出てきており、将来的には大学や地方行政が主導して就職

支援の制度化の動きへとつながっていく可能性もある22。 

 

                                                      
21 2012 年 12 月 12 日、ハノイ工業大学日本センターで行った同センター職員 N 氏への筆者のインタビュー調査

より。 
22 JICA の支援によってハノイ貿易大学内に設立された VJCC（ベトナム・日本人材協力センター）では、日系企

業とベトナム人大卒者のマッチングを目的としてジョブフェアを行っている（2012 年 9 月 12 日にハノイ VJCC
オフィスにて行った VJCC 日本側代表 B 氏に対する筆者のインタビュー調査より）。また、ホーチミン市工科

大学には、2006 年から人材紹介センター（Student Service & Career Center）が設立された［ホーチミン市工科

大学ウェブサイト］。 
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図表１－１８ ベトナムにおける初職入職経路（2012 年）（単位：％） 
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プ、アルバイト
先生の紹介

その他

 
 出典：［リクルートワークス研究所、2013］に基づき筆者作成。 

 

第５節 おわりに 

 本章では、ベトナムにおける高等教育制度の展開過程、およびドイモイ政策導入後に大き

く変容した新規大卒者労働市場の変容を概観した。ドイモイ政策下で行われた高等教育制度

の量的拡大と労働市場のオープン化は、それまで一握りの国家エリートの世界であった高等

教育を、誰にでもアクセス可能な大衆のものへと変化させた。おりしも社会主義的近代化政

策によって、階層格差が取り払われた（ように見えた）ドイモイ政策導入直後のベトナム社

会において、実際にはさまざまな条件はあれ自力で獲得できる地位上昇手段としての学歴に、

人びとの期待は集中した。今日のベトナムでは、よい学校に進学できさえすれば将来の可能

性は開けるという過剰な期待が、「学歴社会化」を加速させている。 

一方で、「ハノイの良い大学を出れば、地元は赤絨毯を引いて待っていてくれるはずだっ

た。」と憂う地方出身の大卒無業者の訴えは、学歴が必ずしもより良い就職先を見つけるため

の万能薬ではないという実態を明るみに出した［Dân trí online, 2009/10/17 付］。こうした矛盾

がいたるところで噴出するにつれ、ベトナムの人々は何のために上位の学校に進学するのか、

という根本的な問いに直面しつつある。第 4 節の最後で取り上げたリクルートワークス研究

所の調査では、1950 年代から 1980 年代にかけて社会主義建設期のベトナムがお手本にして

きた社会主義先発国、ロシアと中国の大卒者の入職経路についてもデータが公表されている

が、「家族や知人の紹介」と答えた人の割合はロシアで 31.0%、中国は 20.1%であった。いず

れも決して小さな数字ではないが、ベトナムの状況と比較すればその割合はまだ低い。職業

分配制度の導入によっていったんは克服されたかにみえた「能力主義以外の要因」は、再び
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ベトナムの労働市場に大きな影響力をおよぼしつつある。また最近では、就職率の低い人文

系女子学生のあいだに、大学卒業後一番良い就職先は「お嫁さんになること」という、半ば

本気ともとれる冗談がまことしやかに流れている23。冷戦時代、社会主義イデオロギーとい

う普遍主義を背負い資本主義世界と戦ったベトナムは、文字通り世界の焦点であった。ベト

ナムが経験した社会主義的近代化のプロジェクトとその後の経済・社会の変容は、今日に生

きるベトナムの人々の暮らしと生き方にどのような作用を及ぼしたのか。ポスト社会主義を

経験する移行経済国は、経済の自由化がもたらした富を享受しつつ、新しくて古い課題を再

び乗り越える努力を余儀なくされている。 
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